
























































































要約:本研究においては、「出生率の改善」を「生み育てたい環境が整った後の結果」とし

て捉え、都道府県別の子育て支援環境の違いとその整備に対する注力度に基づき、子育て

環境整備と出生率との関係について考察した。本来、子育て環境整備に係わる諸政策は市

町村レベルによって運営されるものであるため、都道府県をべースとした今回の研究には

データの限界が存在するが、出生率データとの関係性を考察することを主目的としたこと

から、都道府県を単位とした。

 その説明変数として、労働関係、生活文化関係、子育て支援施策(保育関連)における統

計指標を用い、子育て環境整備として有効な分野(範囲)を統計的手法により求めた。その

結果、出産行動そのものにも地域差があることにより、子育て支援策の設計は文化的、慣

習的背景を含む地域の実状に配慮したものである必要があること、すなわち全国一律的に

行うものは啓発的な内容の施策を中心とし、具体的に生活を支えるもの(保育サービス、

居住環境整備など)は都道府県、市町村のレベルで個別に設計していくことが望ましいと

いう結論を得た。また、保育関係の施策については、女性の就労を支援するサービスが必

要とされるだけでなく、その種類としては出来るだけ中断せずに継続した長期就労が可能

な形を展望した支援策の方が出生率に対してプラスに働くことがわかった。

 しかし、関連省庁の横断的な取り組みとして始まったエンゼルプランや翌年の児童育成

計画(地方版エンゼルプラン)の策定を通した取り組みも、統一的な効果を測定するに必要

な指標(実績数値)を収集するには至ってはおらず、手探りの状態が続いている。今後は市

区町村のレベルでの詳細な実績数値の把握と整理を平行して行っていくことが、政策評価

を行う必要条件であるといえる。


